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当資料ご利用の際は、最終頁の「ご留意いただきたい事項」をお読みください。

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

運用実績 【過去の運用実績は、将来の運用成果を保証するものではありません。】

■ 基準価額の推移（課税前分配金再投資ベース）

基準価額（課税前分配⾦再投資）（円） ベンチマーク
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※基準価額は信託報酬（後述の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※当ファンドのベンチマークは、設定日から2024年2月1日まで「TOPIX（東証株価指数）」、2024年2月2日以
降は「TOPIX（東証株価指数）（税引前配当込み）」に変更しています。主な変更点は「配当なし指数」から「配
当込み指数」への変更です。本資料のベンチマークは両指数を指数化し、結合したものを掲載しています。ベンチマー
クは設定日の前営業日を10,000として指数化しています。

■ 騰落率（課税前分配金再投資ベース）
１ カ 月 ３ カ 月 ６ カ 月 １ 年 ３ 年 ５ 年 設 定 来

ファンド 0.91% 4.52% 26.71% 27.96% 44.59% 43.12% 167.21%
ベンチマーク 6.20% 14.30% 26.37% 26.70% 80.86% 120.96% 143.09%
※基準価額の騰落率は、課税前分配金を再投資したと仮定した数値を用いています。

■ 基準価額と純資産総額
純 資 産 総 額 2,201(百万円)

基 準 価 額 18,100円

前 月 末 比 +163円

■ １万口当たり分配実績（課税前）
分 配 金

第1期～24期 計 4,569円
第25期 (2020.11.5) 0円
第26期 (2021.11.5) 0円
第27期 (2022.11.7) 0円
第28期 (2023.11.6) 0円
第29期 (2024.11.5) 0円

設定来累計 4,569円
※分配金は投資信託説明書（交付目論見書）記載の
「分配方針」に基づいて委託会社が決定しますが、委託会
社の判断等により分配を行わない場合もあります。

ポートフォリオの状況

■ 資産配分
純 資 産 比

株式 96.6%
キャッシュ等 3.4%

銘 柄 数 68

■ 市場別組入比率
純 資 産 比

プライム 88.3%

スタンダード 4.3%

グロース 4.0%

その他 -

合計 96.6%

■ 組入上位10業種
業 種 純 資 産 比

1 サービス業 18.1%
2 情報・通信業 17.2%
3 電気機器 16.0%
4 機械 7.0%
5 銀行業 6.2%
6 化学 5.4%
7 小売業 5.2%
8 非鉄金属 4.6%
9 輸送用機器 3.1%
10 不動産業 3.1%

※業種は東証33分類に基づいています。

■ 組入上位10銘柄
銘 柄 名 業 種 純 資 産 比

1 三井Ｅ＆Ｓ 機械 3.1%
2 武蔵精密工業 輸送用機器 3.1%
3 ソシオネクスト 電気機器 3.0%
4 日本Ｍ＆Ａセンターホールディングス サービス業 2.8%
5 日本製鋼所 機械 2.7%
6 横浜フィナンシャルグループ 銀行業 2.7%
7 トーセイ 不動産業 2.4%
8 リゾートトラスト サービス業 2.3%
9 デジタルアーツ 情報・通信業 2.3%
10 日本アビオニクス 電気機器 2.2%

※業種は東証33分類に基づいています。
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ファンドマネージャーのコメント

■ 市場環境

10月の国内株式市場は日経平均株価が大きく上昇し初の５万円台にのせる中、ＴＯＰＩＸも過去最高値を更新し、歴史的な上昇が継続する形で７か月連続の
上昇となりました。上旬の高市早苗氏の自民党総裁選勝利を受けて、財政拡張的な政策への期待の高まり等を背景に株式市場は上昇しました。その後は首相の任命
をめぐる不透明感等から調整する局面もありましたが、与党自民党と日本維新の会との連立が合意され高市内閣が成立すると、米国における利下げ期待やハイテク株等
の上昇等も下支えとなり、株式市場は上昇に転じました。物色動向としましては、国内外で半導体やＡＩ関連株に大きく偏る展開となり、非鉄金属、電気機器、情報・
通信業などが二桁の上昇率となる等、外需大型株主導の動きが見られる中、中小型グロース株が大きく出遅れました。

このような投資環境下、各指数の月間騰落率はＴＯＰＩＸが+6.19％、日経平均株価が+16.64％、東証グロース市場250指数が▲4.13％、ラッセル野村小型イ
ンデックス（配当込み）が+1.21％となりました。

■ 運用の状況

10月の運用では、割安感の薄れた銘柄の売却を行う一方、業績見通しの分析から高い利益成長が期待できる銘柄の買付けを行い、ポートフォリオの調整を行いました。

■ 今後の投資方針 （作成日現在のものであり、市場環境の変動などにより変更される場合があります。）

今後の日本株市場につきましては、短期的にはこれまでの急騰を受けて高値警戒感が意識される可能性が高いものの、国内経済の正常化やそれを踏まえた日本企業の
本格的な変化等を手掛かりに、米国トランプ政権による「米国第一主義」政策や日本で女性初の首相となる高市政権の政策動向をはじめとした政治情勢、米国等の
内外の景気、物価や金融政策に加え、地政学リスクや、あるいは金利、海外株式、為替動向等を睨みながらも、引続き中長期的には上値をうかがう展開に移行して行
くことを想定しております。

国内景気においては、短期的には米国の追加関税策が日本経済の下押し要因となると想定されるものの、春闘で２年連続の大幅な賃金上昇が達成され、個人消費
の復活を示唆する経済指標が出てきています。加えて豊富な手元流動性に加え、深刻化する人手不足や収益力強化への対応を見据え、依然として投資意欲は旺盛
であることから、設備投資も今後は力強い動きを見せるものと予想しています。また、企業業績は牽引業種が外需から内需にシフトする形で、堅調に推移することが期待で
きるほか、東証による「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」要請やグロース市場の機能発揮に向けた対応の浸透により、今後は中小型株も含めて、
収益性向上策や株主還元策の強化を発表する企業の波及も株式市場の下支え材料となることでしょう。貯蓄から投資への流れの中で、個人による金融資産見直しや
株式投資への動きもでてきており、引き続き中期的な観点から日本株に対する強気な見方を堅持しております。

以上の見通しの下、今後の運用では現在のポートフォリオ戦略を維持する基本方針に変更はありませんが、業績動向と株価バリュエーションを精査しながら、引き続き保
有銘柄の入れ替えなど行う方針です。

当資料ご利用の際は、最終頁の「ご留意いただきたい事項」をお読みください。

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。



月次運用レポート

インベスコ・ジャパン・ニューフロンティア・オープン
追加型投信／国内／株式

3 / 4



•

•

月次運用レポート

インベスコ・ジャパン・ニューフロンティア・オープン
追加型投信／国内／株式

4 / 4


